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所沢の未来を、所沢の環境を、所沢の人が考える日 

TPS社員 上田マリノ 

 

の芽吹きを喜び、夏は蝉の声を追いかけ、秋は

木の実あそび。冬の澄み渡った空を 5歳の娘

と見上げ、この子の未来に思いを馳せる。家族と季節

を楽しみ、友人と喜びを共有

したい。こういった素朴な願

いが徐々に叶えられなくなる

のでは…と近頃感じていま

す。 

危険な暑さ、集中豪雨、海

外の熱波・山火事など、近ご

ろ何かおかしいなと想うこと

はありませんか？「地球環

境」というと少し大きな話に

聞こえるかもしれません。でも、おうちの電気のこと、食

べ物のこと、ごみのこと、そういった日々の私たちの暮

らしが、足元の行動が、地域の環境につながり、日本

の環境、地球の環境につながっています。 

あなたは普段、環境についてどんなことを考えていま

すか？何か実践していることはありますか？心配なこ

と、知っていること、ぜひ教えてください。私たちが暮ら

す所沢にも、地球温暖化の影響について不安に感じ

ている人が、実はたくさんいます。 

市民一人ひとりの知恵やアイデアが、世代を越えて

集まることで、解決の糸口が見つかるかもしれません。

1人の力は小さいかもしれませんが、仲間と共に行動

することで力は何倍にもなり

ます。解決まで至らないかも

しれませんが、将来世代に対

して何か残していけるかもし

れません。 

4月 10日に想いを共有す

る場を作りました。ぜひ心の

中にしまっていることを教えて

欲しいです。もし発言がむず

かしくても、その場にいてくれ

るだけで心強いです。所沢に暮らす、あなたの参加を

お待ちしています。                         ○E    

春 
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もし所沢の農地全部にソーラーシェアリングを採用したら 
TPS副代表理事 中原幹男 

 

017（平成 29）年 4 月、所沢市民ソーラーの前

身「所沢・自然エネルギー普及研究会」発行の

「報告と提言 所沢での自然エネルギー活用のおすす

め」で私は 2件のコラムを書きました。 

 1つは、「ソーラーシェアリングシミュレーション～もし、

所沢市の農地全部にソーラーシェアリングを採用した

ら～」。2つ目は、「埼玉県5か年計画大綱に対する提

言～農地にソーラーシェアリングの導入を推奨する～」

です。 

上の写真は、所沢市民ソーラーの山宇農園発電所 

 あれからもう 5年、地球温暖化が進み気候危機は増

すばかりですが、わが国では温暖化防止対策は世界

から後れを取っており、昨年は不名誉な「化石賞」を 2

年続けて受賞するという体たらくです。 

 でも、あきらめてはいけません。所沢市として具体的

にどうすれば「2050 ゼロカーボン」にできるのか、み

んなで真剣に考え、できることから即実行すべきです。 

 私が提言したことが荒唐無稽なことなのか、あるいは

部分的にでも取り組めることなのか、現在での再試算

を提示してみますので、みなさんで検討してみません

か？ 

＜提示内容＞ 

１．所沢市の農地面積は、全市域の 24％ 

所沢市の面積は 72 ㎢（7,200ha）です。その

24％、17㎢（1,700ha）が農地です。 

  ここから産出する農作物の産出額は、年間約 80億

円（2016年統計）です。 

     これを担う農家（販売農家）数は、約 850戸。農業

就業者は、約 1,700 人ですから、農家 1 戸当たりの

年間平均収入は、940 万円です。ここから種苗代、肥

料代、農業資材費、農工具機械代などの経費を引くと

いくらも残らないのが実情です。 

そのため兼業農家の方が多く、また後継者がどん

どん減っており、農家の半数は農業後継者がいません。 

２．1ha の農地にソーラーシェアリングを採用したらど

うなるか 

農地を二段活用できます。農地をそのまま畑として

活用しながら、３ｍの上空で発電する。ソーラーで発電

した電気は、再生可能エネルギー新電力に販売します。 

トラクターが通れる高さ３ｍの上空に、70％の隙間

を空けてソーラーパネルを張り、下の畑では、今まで

の野菜がソーラーパネルの影の影響なく育ちます。 

1ha（約 1町歩）の農地にこのソーラー発電装置を

導入すると、約 500万円/年間の収入が得られます。 

  その計算式は次です。 

 ・1ha（100ｍｘ100ｍ）の有効面積（80ｍｘ80ｍ）＝

6,400㎡ 

・太陽光パネルの遮光率を３０％（70%の隙間） 

・ソーラーパネルの発電効率を 20％(太陽光 1㎡当

たり 1kW） 

・平均日照時間 3時間/365日 

・売電単価 12円/kwh として（某Ｇ新電力） 

① 畑 1haあたりのソーラーパネル発電量の計算 

   6,400㎡ x 30% x 1kW x 20% = 384kW 

これを 1時間当たり 384kWh と表す 

② 1年間発電して得られる電力量の計算 

   所沢市の発電に有効な平均日照時間は ３h/日 

   ①の 384kWhｘ3 時間/日ｘ365 日＝420,480 
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kWh 

③ この年間売電額の計算 

②の 420,480 kWhｘ１２円/kWh＝5,045,760 円 

３．地産地消再生可能エネルギーが所沢の農業を救

う？ 

所沢市の全農地 1,700ha にソーラーシェアリング

装置を設置すると、 

②の 420,480 kWhｘ1,700ha＝714,816,000 

kWh ⇒714,816ＭＷh（メガワット） 

の年間発電量が得られ 、年間発電収入は 、

714,816,000 kWhｘ12円＝8,577,792,000円 

約 85億円となり、ほぼ所沢市の農業生産額並みとな

ります。 

４．これによる年間 CO2 削減量は、315 千トンとなり

ます。 

その計算式は次です。 

3.の 714,816,000 kWh ｘ0.441kg/CO2/ｋ

Wh（2020年度東電による）＝315,233 トン 

５．実現のための課題は、たくさんあります 

  でも、ソーラーシェアリングは、2050 カーボンゼロ

を実現するための有力な手段ではないでしょうか？ 

課題： 

・システム構築費用の低減 

・資材・施工業者の確保 

・公的補助金の充実 

・法律改正 

・行政の支援 

・農家の理解、など                         ○E  

 

1・2月の発電量実績 
TPS理事 栗田 彰 

≪コメント≫ 

1 月は金額ベースで約１万円、２月は約６千円、予測

金額を上回りました。２月は日数が少ないにも拘らず

発電量は 1月より多いです。2月の後半で 3千円以

上の日が多いのを見ると陽が高くなっているのが原因

と思います。1 月はパネルの角度を変えれば発電量を

少し上げることができるかもしれません。実際にはムリ

ですが。                                   ○E  

 

 

 

 

 

西武アグリ(株)の「所沢北岩岡発電所」。写真

のパネル下の作物はブドウ（2021年 6月） 
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TOPICS 住宅省エネの新工法 

TPS理事 吉野雅一 

 

世界で人類活動からの二酸化炭素排出量を

減らそうとしています。産業界や輸送手段から

排出される量が大きいですが、次いで家庭生活から

排出される量も馬鹿になりません。 

そこで既存住宅の省エネ化改修などが必要になる

訳ですが、EU 諸国や米国などでは手厚い住宅改修

の支援金を拠出していますが、我が国も制度があるも

のの桁違いの少額です。 

市民の意識と財布に頼らざる得ない訳ですが、暖

房冷房の温度を控えめにして、更に我慢すればと考え

てしまいがちです。電化製品は世界トップクラス、給湯

に掛かる省エネ化設備もあります。劣るのは建物の外

皮性能（床・外壁・窓・屋根の断熱性能）が最悪の国

です。 

しかし、今までの空調等にかかるエネルギーを半減

化しても、快適性を改善する技術はあります。取組み

が遅れた我が国の場合はまだまだ普及はしていませ

ん。経済先進国の中では周回遅れ状態です。 

近年、新たに設けられた建築基準法及び関連法令

では断熱材の密度と厚さを増やし、何とか性能を上げ

る基準が定められましたが、今回紹介するのは国がま

だ正式には認めていない工法です。これは試作研究

段階ではなく、その性能と出会い採用しているのは、ツ

タヤ、しまむら、そしてトヨタなど自動車業界の数社が

あり、北海道・東北や近畿圏で広がりつつあり、省エ

ネ化と労働環境の改善が同時に実現しています。費

用は断熱材の工法との差は殆どありません。厳寒地

ではむしろ安くなります。 

  その工法とは「遮熱工法」です。建物の省エネ化対

策は色々ありますが、一番の効果は外気との温度差の

影響を減らすことで、特に夏冬の省エネが図れます。

建物外皮の熱の移動を減らすには、物理法則の熱移

動の３原理を理解すれば、必然的にこの方法になりま

す。 

 

  原理は有人宇宙船と同じです。太陽照射面は

200℃以上、影はほぼ絶対０度近いー270℃という過

酷な宇宙空間に人間の生存空間を造るには、従来か

らの断熱材では到底実現できません。宇宙開発の遮

熱材は非常に高価で建築向きには普及できませんが、

一般に使用できる廉価な遮熱シート材を使用します。

熱の正体は分子の振動で、熱エネルギーは赤外線と

いう電磁波ですが、これを空気層で挟んだアルミシー

トで反射させることで熱の移動を遮り、暑さ寒さの外

気の影響を絶ちます。同時に窓を高性能のものに交

換し、他に換気によるロスや遮熱材の固定箇所で熱

伝導が発生する（熱橋という）箇所のロスなど最小限

に工夫することで、空調エネルギーが半減～3 分の１

まで減らせるようになり、ヒートショックの無い生活空

間ができ、結果的に快適を得ながら環境対策に寄与

出来ます。 

  住宅の省エネ化には他にも様々な要素があります

が、機会をみて随時紹介したいと思います。      ○E  

（筆者は一級建築士） 

 

 

 

 

 

 

全 

屋根の遮断工事風景（2021年10月、所沢市） 
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TOPICS 東京外環道工事差止仮処分が決定しました： 
東京外環道訴訟弁護団の報告より 

TPS監事 河登一郎

年２月、東京地裁は、東京外郭環状道路（東京

外環道）の事業者（国、東日本高速道路会社

及び中日本高速道路会社に対し、外環道本線トンネ

ル工事の一部を差止める決定を発しました。原告団

が２０２０年５月に申し立てた「東京外環道工事差止

仮処分事件」についての仮処分決定です。国が事業

主体である道路事業について裁判所が差止めを命じ

たことは、画期的な意義を有しています。 

決定主文の要点は次です。 

「債務者らは、東京都市計画道路環状線の東名たて

坑発進に係るトンネル掘削工事において、気泡シール

ド工法によるシールドトンネル掘削工事を行ってはなら

ない」としています。つまり、東京外環道の往復２本の

本線トンネルのうち、南側約９㎞部分につき掘進工事

の停止が命じられました。トンネル工事が再開されれ

ば、「居住場所の地中に空洞を生ずる恐れがある」と、

事業者が「再発防止策」を示さない限り工事の「差止

めを相当とする」と判断したのです。 

しかし、問題は本線トンネル往復２本の北側半分

（大泉側から掘進するトンネル）と３か所のランプ（地

上から地下本線への導入路）について差止めが認め

られなかったことです。 

本決定は、広範囲に関わっていて、「東京外環道地

下使用認可無効確認訴訟」や、「リニア新幹線トンネ

ル工事差止訴訟」にも影響があります。弁護団は、今

後、東京高裁の抗告審で、北側の本線トンネルとラン

プについても、全面工事差止めの決定を発令させた

いと主張しています。 

本線トンネル（南行）工事付近（調布市）で発生し

た地表面の陥没事故のために、周辺地域は人が安心

して暮らせる街ではなくなってしまいました。元に戻す

ことが必要ですが、事業者は地域住民の意向を無視

し、住宅の立ち退きを強いて「地盤補修工事」を強行

しようとしています。その結果、「街壊し」が進行し、事

故を惹き起こしたトンネル工事の悪影響は、さらに拡

がっています。 

東京外環道のトンネル掘進は、「大深度法（注）」に

基づいて行われていますが、財産権を保障した憲法２

９条を無視して土地の権利者に無承諾・無補償で、地

下使用を認めた「大深度法」は大きな虚構の上に成

立した法律といえます。 

今や日本は人口減少社会であり、自動車交通量は

減少する一方です。これ以上税金を投入して東京外

環道を作る必要性はありません。東京外環道問題は、

広く社会全

体の問題と

して捉え、そ

の根拠にな

った「大深度

法」は廃止

すべきであ

る と考え ま

す。 

  東京外環

道訴訟の原

告団は 、本

年３月に東

京高裁に対

して、東京地

裁仮処分決

定のうち、申

し立てを却

下した部分

（大泉側約７

キロ)につい

ても工事差し止め仮処分を求めました。        ○E  

 

参考資料:『毎日新聞』2022.03.01記事など 

（注）「大深度法」または「大深度地下使用法」は、正式

名称は「大深度地下の公共的使用に関する特別措置法」

（2001 年施行）。大深度法は、地下 40m 以深の空間

（大深度地下）には土地の所有権が及ばず、公共目的

であれば、無償で使用できるというもの。大深度法の適

用事例は、東京外環道の 14.2km（2014 年認可）やリ

ニア中央新幹線の 50.3km（2018年認可）などがある。 

 

 

 

今 
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：持続可能な社会づくりのために（7） 

TPS理事 吉野 雅一 

 

型の木質バイオマスプラント事業には落とし穴

がありました。 

2012 年に木質バイオマス発電も再生可能エネル

ギーとして定義され、FIT（固定価格買取制度）に列

挙されました。大資本が儲けの為に大型のプラントを

建設し、数億円もの国の補助金を加えて全国各所に

作られました。承知の通り国内の林業衰退によって、

燃料は国内調達では足りる訳がなく、熱帯地域の東

南アジア諸国から燃料を大量に輸入するようになりま

した。燃焼効率が良

いパーム油の搾り

殻 PKSは特に大人

気ですが、それでは

足らず、木チップや

ペレットも近年急激

に輸入量が増えて、

一時は港の陸揚げ

機能に支障をきた

す程でした。 

輸入燃料は現地

の加工や輸送に掛

かるエネルギーからも CO2を排出しており、積算すれ

ば石炭火力よりも CO2を排出している可能性が高い

と近年問題化されるようになりました。 

東南アジアの輸出国側では目先の外貨を稼ぐ為に、

環境破壊を招く乱伐が広がり、生態系破壊や森林の

再生力を失う荒廃状態に陥り、資源の枯渇を招く事

態になっています。 

このような燃料調達は FIT の対象にすべきでない

という問題が浮き彫りになり、国会ではPKS燃料は対

象から外すという決議がされましたが、時既に遅く、創

業を始めてしまったプラントは何かしらの燃料を大量

に調達せねば赤字事業に陥るため、ペレットに調達の

矛先を変えてきました。熱帯林では建材に利用できる

ような木材も全てペレットに加工して輸出するという狂

った貿易を誘発させてしまっているのです。 

木質バイオマスによる発電は林地残材や製材端材、

農業残渣などを無駄なく活用して経済効果を生んで、

林業や農業の活性化に寄与しながら、地域の資源と

経済のバランスの取れた循環を生むものであるべき

ですが、一部の大資本企業が儲けの為に再エネ事業

の仮面を着けて世

界の環境破壊を推

進してしまっている

のです。 

次回は小規模木

質バイオマス利用に

触れてゆきます。 ○E  

 

 

 

 

 

 

（注）PKS（Palm Kernel Shellの略）は、パーム油を生

産する過程で発生するパーム椰子の搾り殻。水分含量

が少なく発熱量が高い。インドネシアやマレーシアなどの

東南アジアから輸入され、「一般木質バイオマス・農作物

残さ」として再生可能エネルギーの FIT制度の対象とな

っている。（参考：環境ビジネスオンライン） 

 

 

 

 

 

 

大 

https://www.kankyo-business.jp/dictionary/000193.php
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 おもしろエコのあれこれ 
TPS理事 村上大名 

 

◇平和と自然エネルギーの関係 
ウクライナでは悲惨な戦争が続いています。今世界

は経済制裁でロシアの侵攻をやめさせようとしていま

す。ロシアの最大の輸出品は天然ガスなど化石燃料

が主ですので、これらの輸入を止めることで停戦につ

ながる可能性があります。一方世界はいまだに化石燃

料に依存しており、ロシアの化石燃料を輸入禁止にす

ればヨーロッパがエネルギー不足におちいったり(EU

はロシアに天然ガスの約４０％を依存している)、価格

高騰などで日本にも影響を与えます。EU は自然エネ

ルギーや省エネ対策をさらに加速させることによって

ロシアへの依存を脱却しようとしています。 

化石燃料の奪い合いはあっても太陽の奪い合いは

ありません。省エネや自然エネルギーの導入によって

天然ガスなど化石燃料への依存を減らし最終的にゼ

ロにすることは気候変動だけではなく、世界平和にも

つながるのです。 

参考文献：「ウクライナ危機でも『自然エネシフト』は変

わらない」 https://www.alterna.co.jp/46714/ 

 

◇ダイナさんちのエコ 太陽光発電 

太陽光発電は、シリコン半導体などに光が当たると

電気が発生する現象を利用し、太陽の光エネルギー

を太陽電池（半導体素子）により直接電気に変換す

る発電方法です。 

 太陽光発電の特徴としては、エネルギー源が太陽光

であるため、陰にさえならなければ設置する場所に制

限がなく、導入しやすいこと。屋根、壁などの未利用ス

ペースに設置できるため、必ずしも専用の新たな用地

を用意する必要がありません。また、災害時など停電

したときには、貴重な非常用電源として使うことができ

ます。 

欠点としては気候条件により発電出力が左右され

ることです。 

太陽光発電は日本における自然エネルギー導入量

の大部分を占めており、今や自然エネルギーの花形

になっています。 

我が家では４年ほど前に 5.2kw の太陽光発電を

設置しました。昼間は外からの電気を使わず自分のう

ちで発電した電気だけで生活することができます。夜

は電気を買わなければなりませんが、昼間晴れていれ

ばトータルでは買電より売電のほうが多くなります。今

はＦＩＴ(固定価格買取制度)の期間中なので平均で

月1万円ほどの売電収入になります。ＦＩＴ期間が終わ

ると大幅に売電収入は下がりますが、その時は蓄電池

を設置して昼間余った電気を夜に使って電力の完全

自給を目指そうと思います。                ○E   

参考文献 再生可能エネルギーとは  

https://www.enecho.meti.go.jp/category/savin

g_and_new/saiene/renewable/solar/index.html 

 

 

 

 わが家の太陽光発電 

太陽光発電モニター 

https://www.alterna.co.jp/46714/
https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saiene/renewable/solar/index.html
https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saiene/renewable/solar/index.html
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社員自己紹介 伊藤貴子 

０代に１０年間奄美大島で暮らしました。当時、村

の集落には板戸だけでガラス戸もないような家

がたくさんあり、高齢の住民たちはエコな暮らしをして

いました。最初の３年は、ヒッピーコ

ミューンのような所でかなり自給自

足に近い生活をしていました。無農

薬野菜を栽培、鶏・やぎを飼い、海

で魚を採りという暮らしです。その

後そのコミューンは出たものの同じ

集落で、大島紬を織り、さらに紬の

行商に出かけたりし、最後の２年半はその集落区長

（自治会長）・村役場の連絡員をやりつつ、かなりエコ

な暮らしを続けていました。ただ、こちらに戻って以降、

かつてのエコ暮らしからは遠のいてしまいました。それ

が昨年末、ゼロカーボンの集会に参加し、所沢でもも

っとエコな暮らしをめざしたい！と思うようになりました。 

現在メンタルクリニックで心理面接の仕事をしてい

ます。今後は、社会に存在する葛藤の解決・調停の仕

事をしたいとその模索を始めようとしています。    ○E  

 

新着情報・遅着情報 
IPCCの第 6次評価報告書 

PCC(国連気候変動に関する政府間パネル)注１は

第 6次となる最新の評価報告書を、3 つの作業部

会が順次公表しています。その概要を下表に示します。 

3つの作業部会のテーマと第 6次評価報告書 

 テーマと公表 第 6次評価報告書のポイント 

第

１ 

温暖化の科

学的根拠 

2021年8月 

・20 年以内に産業革命からの気温

上昇が 1.5度に達する可能性 

・今世紀中に温暖化ガスの排出を実

質ゼロにしなければ、2度を超える可

能性が非常に高い 

・人間の活動が温暖化を招いたこと

に「疑う余地がない」と断言 

第

２ 

人的被害の

影響や対策 

2022年2月 

・温暖化による影響で、すでに広範

囲で損失や被害が出ている 

・気温上昇が 1.5 度を超えると生態

系が回復不能なほどに失われる 

・手遅れにならないためには、今後

10年の取り組みが重要になる 

第

３ 

温暖化ガスの

排出削減策 

2022年4月 

・気温上昇を 1.5 度以内に抑えるに

は、2025 年までに温暖化ガスの排

出量を減少に転じさせる必要がある 

・1.5 度目標の達成には、排出削減

対策の無い石炭火力などの温暖化

ガスの削減が必要 

・脱炭素対策に向けた資金の流れは

目標達成に必要なレベルに未達 

2022年 9月に、3つの評価報告をまとめた「第 6次統合

報告書」を公表予定 

『朝日新聞』2022.4.5 および『日本経済新聞』(電子版)2022.4.5

より筆者作成 

一連の報告書は、熱波や暴風雨が襲い、旱魃や水

不足が広がり、多くの動植物の種が絶滅するなどの

気候危機が決して誇張ではないこと、1.5度目標の達

成のための時間的な余裕はほとんど残されていない

ことなどがわかります。 

IPCC は、人間活動と温暖化の関係について、

1990 年の第 1 次報告書では、「人為起源の温暖化

ガスは気温上昇を生じさせる恐れがある」としていま

したが、2013年の第 5次報告書では「20世紀後半

以降の温暖化の主要因は、人間の影響の可能性が

極めて高い(95%以上)」と評価。そして、今回は「疑う

余地がない」と断言しています。 

最新の報告書は、温暖化ガスの削減策について、ラ

イフスタイルを含む社会の変革や途上国支援を含む

脱炭素化への投資拡大などを今すぐ始める必要があ

ると強調しています。                  （大江宏） 

 

注１:IPCC(Intergovernmental Panel on Climate Change)は、

気候変動について最新の科学的知見を評価する国連の政府

間組織。1988 年に世界気象機関と国連環境計画が共同で

設立し、195 の国と地域が参加。IPCC は自ら研究するのでは

なく、世界の研究者の協力の下で、研究論文に基づき定期的

に評価報告書を作成し、各国政府の気候変動政策に科学的、

技術的、社会経済的な基礎を与えることを目的とする。 

３ 

I 
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